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 2017 年２月定例県議会 
 

１ 本会議一般質問 

１ アスクル物流倉庫火災の原因究明と消防力

の強化について 

２ 国民健康保険の被保険者負担の軽減のため

に 

３ 障害者の「暮らしの場」の確保のために 

４ 民間マンションの耐震化・老朽対策・バリ

アフリー化は喫緊の課題 

５ ＪＲ駅の「無人化」は許されない 

６ 犯罪被害者支援の拡充のために、県内全自

治体で条例制定を 

７ 小中学校全学年への少人数学級拡充につい

て 

８ 資源循環工場について、地元との協定を守

れ 

 
 
１ アスクル物流倉庫火災の原因究明と

消防力の強化について 
 

Ｑ．秋山文和議員 

日本共産党の秋山文和です。党議員団を代表

して、一般質問を行います。 

初めに、１、アスクル物流倉庫火災の原因究

明と消防力の強化についてです。 
三芳町の通販会社アスクルの物流倉庫で１６

日に起きた火災は、床面積４万５千㎡を焼き、

鎮火までに６日を要する大規模なものでした。

昨日、完全鎮火しました。党県議団の現地調査

でも、臭いが充満し、近くにお住まいの方は「毒

ガスで死にそうな思いをした」と語りました。

三芳町の水道の１か月分相当の水が使われ、飲

料水への影響、運動場使用不能など教育への影

響も広がりました。総務省によれば、床面積１

万㎡以上の建築物の火災は、過去１０年間に２

件、いずれも 1 日、２日で消火に至っており、
アスクル火災は例を見ない大規模火災との認識 

 
 
を表明しています。 
火災現場の周辺には、佐川急便、文具メー 

カープラスの巨大物流倉庫が並んでいました。

各地で大型物流倉庫が建設され、埼玉県も積極

的にこれを誘致しております。日本立地総覧に

よると、２０１３年から２０１４年に首都圏の

物流施設は２２５件が操業、着工が１９３件と

なっております。 
初めに伺いますが、アスクル火災の原因究明

に県としても全力を挙げること。また、早急に

県内物流倉庫の現状を把握し、その防火対策に

ついて改めて調査すべきです。 
以上２点について、知事の見解を求めます。 
アスクル火災では、７０台以上の消防車が出

動しました。長期にわたる消防活動に従事した

職員、団員の皆さんに敬意を表します。埼玉県

の消防力の現状は、職員の充足率が８２．７ 
％、救急車９２％と、必要数を満たしておりま

せん。消防現場からは、「救急隊をあと一隊でい

いから増やしたい」という切実な声が寄せられ

秋 山 文 和 議 員

（2017年３月１日）
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ています。県は、消防力の強化として研修等を

実施していますが、「研修に人を送り出す余裕が

ない」というのが消防現場の実感です。 
また、職員全体の充足率が８２％でも、担当

部門別に見れば、予防担当職員の充足率は、地

域によっては４０％台という極めて低い状態が

生まれております。予防担当は、火災報知器や

防火シャッターなど消防設備の確認を行う部署

ですが、現在の人員では、新築建物には対応で

きても、用途や収容人員などの変更時には十分

対応できていません。この職員不足について、

まずは国に対して対策を求めるとともに、県と

しても予防、救急、消防、警防など部署別の充

足状況を把握し、充足を促すべきです。危機管

理防災部長の答弁を求めます。 
県は、職員や装備不足を広域化によって解消

すべく、消防の広域化を推進しています。党県

議団は、水利情報など地域の実情把握は消防に

は欠かせないとして、広域化推進に反対してき

ました。昨年２月、所沢市の３１階建て高層マ

ンション火災において、上層階に水を送る連結

送水管を地下向け送水口に接続するミスによっ

て、１時間３６分にわたり放水が開始されず、

マンションの地下設備の一部が水浸しになりま

した。所沢市を管轄する西部消防局は、都市部

の所沢市から山間部まで含む飯能市の広域消防

組合となったばかりです。管轄の余りの広さ 
に、各地から懸念の声が上がっていました。報

道では、西部消防局は送水ミスの原因として 
｢高層階の消火活動は初めてだった」とコメント

をしました。 
ここで伺いますが、消防広域化は、その地域

の実情に即して決められるべきことであり、県

が市町村に強制するものではないと考えますが、

危機管理防災部長の見解を求めます。 
 
 

Ａ．上田清司知事 

秋山文和議員の御質問にお答えをいたします。 

まず、「アスクル物流倉庫火災の原因究明と 

消防力の強化について」のお尋ねのうち、アス

クル火災の原因究明についてでございます。 

県では、火災発生後、直ちに情報連絡室を設

置し、職員を現場に派遣して情報収集を行いま

した。また、三芳町からの要請を受け、高度の

資機材と技術を持つ埼玉県特別機動援助隊、通

称「埼玉ＳＭＡＲＴ」を出動させ、消防活動を

支援してまいりました。２２日の火災鎮圧後 

も、地元消防によって建物内部の残り火を区画

ごとに完全に消火する作業が継続されてきまし

た。昨日１７時に鎮火となり、今朝から地元消

防や警察、消防庁と国土交通省で構成する調査

チームにより、火災現場での原因調査が始まっ

たところでございます。今後も火災の原因究明

が早期になされますよう、地元消防と連携して

取り組んでまいります。 

次に、県内物流倉庫の現状把握と防火対策に

係る調査についてでございます。 

今回火災が発生した倉庫は、延べ床面積が約

７万２千㎡と広大であり、さらに構造上開口部

が少なく、外部からの注水が困難でございまし

た。こうした構造の建物では、一旦火災が広が

ると消火活動が極めて難しくなるため、まずは

火災の予防、そして火災発生時の初期消火とい

う基本が一層重要であるという現場からの報告

も受けております。 

そこで、県は今回の火災を踏まえ、同様の施

設における消火器など消防用設備の管理や防火

管理体制の徹底について、各消防本部に通知を

したところです。既に一部の消防本部では、類

似施設の査察に入っています。国等による調査

結果を踏まえ、県としても各消防本部とともに

県内の大規模物流倉庫の現状をしっかりと把握

し、再発防止の注意喚起を含めた防火対策に取

り組んでまいります。 
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Ａ．危機管理防災部長 

御質問１、「アスクル物流倉庫火災の原因究 

明と消防力の強化について」、お答えを申し上 

げます。 

まず、消防の職員不足について国に対策を求

めるとともに、県として消防本部の部署別の充

足状況を把握し、充足を促すべきとのお尋ねに

ついてでございます。 

平成２７年４月１日現在で、本県の消防職員

の充足率は８２．７％でありますが、これは全

国第３位という高い率でございます。一方、秋

山議員の御指摘のとおり、予防部門に携わる職

員の充足率は低く、その強化が求められている

ところです。 

そこで、県では、消防法令違反の是正方策を

テーマに研修を開催するなど、予防業務に関す

る専門知識の習得のための支援を継続的に実施

してまいりました。消防職員の採用や配置につ

いては、それぞれの消防本部で検討すべき課題

ですが、予防部門の強化は全国的な課題でもあ

りますので、都道府県部局長会などを通じて議

論の上、 必要な支援を国に要望してまいります。 

また、各消防本部の部署別の充足状況につき

ましては、既に県において把握しておりますの

で、特に充足率の低い消防本部に対して、重点

的に働き掛けを行ってまいります。 

次に、消防の広域化は、その地域の実情に即

して決められるべきであり、県が市町村に強制

すべきではないというお尋ねについてでござい

ます。 

消防の広域化は、消防本部の統合によるス 

ケールメリットを最大限に生かして消防力を強

化し、これを住民サービスの向上につなげるも

のです。広域化を実現した埼玉西部消防局で 

は、４つあった消防本部の本部機能の統合で職

員５８人を現場に再配置することが可能となり、

消防隊や救急隊の増強が図られました。もとよ

り、消防の広域化は県が強制するものではあり

ません。消防の広域化につきましては、市町村

の意向や地域の実情をしっかり踏まえて取り組

んでまいります。 

 

 

 

２ 国民健康保険の被保険者負担の軽減
のために 

 
Ｑ．秋山文和議員 

次は、２、国民健康保険の被保険者負担の軽

減のために、です。 

昨年、県内自営業の方が、単価の切下げによ

る減収のために国保税等の滞納を抱えて自殺す

るという痛ましい事件が起こりました。月々５

万円ずつ返済していたにもかかわらず、回収機

構からの厳しい一括返済を迫られ、商売を続け

ていく気力もなくした結果です。こうした事例

が後を絶ちません。 

そもそも、国民健康保険税の負担が重過ぎま

す。根本に、国保が医療費の多くかかる高齢者

や低所得者で構成されているという構造的な問

題があります。私の地元春日部市では、４人家

族で年収５５０万円の場合、保険税は５４万円

であり、もう限度を超えています。 

来年４月から国保の県運営が始まります。昨

年１２月、第１回目の県国保運営協議会が開か

れました。この運営協議会で、県内全ての自治

体で国保税が値上げになる、しかも最高は１．

７倍という試算が発表され、県内に驚きの声が

上がっています。各市町村の国保運営協議会会

長からなる埼玉県国保協議会からは、市町村一

般会計繰入れに対する県の財政支援措置を求め

る要望が上がりました。国保法の第１条には、

国民健康保険制度は「社会保障及び国民保健の

向上に寄与することを目的とする」とあります。

市町村の要望に応え、国保に対して県は市町村

への独自の財政支援を行うべきと考えますが、

保健医療部長の答弁を求めます。 

次に、県国保運営協議会についてです。 
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さきに挙げた埼玉県国保協議会の要望では、

「広域化に向けては、市町村の意見を反映した

慎重な議論を」と求めています。市町村の意見

を反映する方策について、保健医療部長の答弁

を求めます。 

県の「附属機関等への県民参加の促進に関す

る指針」は、附属機関等における委員公募制等

により、県民の意見を県政へより広く反映させ

ることを目的としています。なぜ県国保運営協

議会については公募を実現しなかったのか、今

後公募を検討すべきと考えますが、保健医療部

長の答弁を求めます。 

 

 

Ａ．上田清司知事 

御質問２、「国民健康保険の被保険者負担の軽

減のために」についてお答えを申し上げます。 

まず、県独自の財政支援についてでございま

す。 

国民健康保険は、被保険者に高齢者や低所得

者が多く、保険税だけでは運営が困難です。こ

のため、国保財源の４分の３は現役世代からの

支援金や公費で賄っております。県は、市町村

に対して財政調整交付金などで平成２８年度は

総額約５９０億円の負担をしております。この

うち低所得者対策として、国保世帯の約４割に

対する保険税軽減のため約１１０億円の支援を

しております。 

平成３０年度からの都道府県単位の運営は、

慢性的な赤字が続いている市町村国保について、

スケールメリットにより財政安定化を図ろうと

するものです。昨年１２月に標準保険税の第１

回目のシミュレーションを実施しました。その

際、法定外繰入金を入れないことを前提として

計算しましたので、現在の保険税より高く算定

されました。新制度でも、保険税は最終的には

市町村が地域の実情に応じて決定することとな

ります。その際、被保険者にとって急激な変動

にならないよう配慮する必要があります。 

現在、国では激変緩和のためにその内容、規

模を検討しています。本県では、法定外繰入金

の規模は６３市町村で様々であり、繰り入れた

理由も異なり、繰入れを行っていない団体もあ

ります。法定外繰入金に対する一律の支援は考

えておりませんが、激変緩和の観点から、県の

独自支援として現在の財政調整交付金の仕組み

が活用できないか検討しております。 

次に、市町村の意見を反映する方策について

です。 

県は、新制度の国保運営方針や納付金の徴収

などの重要事項を審議するため、埼玉県国民健

康保険運営協議会を設置しました。審議いただ

く内容については、全市町村で構成する広域化

等推進会議やワーキンググループにおいてあら

かじめ意見を聴いて、取りまとめております。

また、協議会には被保険者の代表として、地域

の実情に精通した方４名を市町村から推薦いた

だき、意見をいただいております。加えて、運

営方針については、法律に基づく市町村からの

意見を踏まえ審議することとされております。

このように新制度の検討において、随所で市町

村の意見が反映される仕組みとなっています。 

最後に、運営協議会委員の公募についてです。 

協議会の委員は、医療を受ける被保険者代 

表、医療提供者代表、公益代表及び健保組合な

どの被用者保険代表の４つの分野から選出する

こととされております。今回の協議会は、新制

度を構築し、早期に財政健全化を図るための運

営方針を審議することが主要な課題です。 

このため被保険者代表委員には、各地域の実

情や市町村の規模なども考慮した上で、東西南

北の各地域から制度に精通した方を市町村から

推薦いただき、委嘱したところです。当面は財

政健全化が急務であり、国保運営に係る専門的

な見識を有する委員により審議いただく必要が

あると考えております。制度安定後は公募も検

討し、その時々の課題に応じて委員を選任して

まいります。 
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３ 障害者の「暮らしの場」の確保のた
めに 

 

Ｑ．秋山文和議員 

続いて、３、障害者の「暮らしの場」の確保

のために、についてです。 

ある障害者団体のニュースには、「Ｍさんは、

施設に入所してから、母に依拠した生活から大

切な仲間を作ってきました。Ｍさんは、家族以

外の関係の中で新たな価値観を築いてきていま

す」とあります。障害者基本法は、「全て障害者

は、可能な限り、どこで誰と生活するかについ

ての選択の機会が確保され」と明記しています。

この点から、入所施設、グループホームなど住

まいの確保は、県としての責務だと考えます。

障害者の入所施設について、国は、地域移行と

称して入所施設の定員削減を押し付けながらグ

ループホーム建設を促しております。 

しかし、２０１６年度、障害者関連施設整備

補助について県から協議書を上げた１７事業所

のうち、９事業所を国は不採択としました。採

択のほとんどが通所施設であり、グループホー

ムの採択は１か所に過ぎません。２０１５年、

２０１６年の２年間で増設したグループホーム

は７９か所で、そのうち補助を受けたのは７か

所に過ぎません。埼玉県としては、国に協議書

を上げる予定の施設数分の予算を当初予算に組

みます。しかし、国が大方を不採択とするの 

で、年度末に高額の減額補正を行うという繰り

返しです。 

ここで伺いますが、国に対して、施設整備の

採択数増を強く申し入れるべきです。また、国

が採択しないなら、県単独事業としてでも施設

整備を応援すべきです。福祉部長の答弁を求め

ます。 

県は、障害者支援計画の中で、２０１７年度

までに４０５０人分のグループホーム定員を目

標としていますが、おおむね達成の見込みだと

いいます。しかし現実は、グループホームが１

つできると、６人の定員のところに１８人が申

し込む。私が訪ねた法人でも、現在も１４人の

待機者がいる、このような状態だといいます。

私は、市町村と協力し合って、グループホーム

の待機者も県としてつかむべきだと考えますが、

福祉部長の答弁を求めます。 

 

 

Ａ．福祉部長 

御質問３、「障害者の『暮らしの場』の確保の

ために」についてお答えを申し上げます。 

まず、国に対し施設整備の採択数増を強く申

し入れるべきについてでございます。 

障害のある方が安心して暮らすためには、グ

ループホームなどの住まいの確保が必要である

と考えております。このため、これまで施設整

備の補助について、より多く採択していただけ

るよう国に強く働き掛けてまいりました。グ 

ループホームと入所施設の補助については、平

成２６年度までは協議した案件の全てが採択さ

れております。平成２７年度以降は、国の予算

の削減などにより、協議した案件のうち一部が

不採択となっております。県といたしまして 

は、引き続き国に対し、協議した案件が全て採

択され整備できるよう、必要な財源を確保する

ことを強く要望してまいります。 

次に、国が採択しないなら県単独事業として

施設整備を応援すべきについてでございます。 

施設整備については多額の財源が必要ですの

で、国庫補助制度を最大限活用すべきであると

考えております。 

最後に、市町村と協力し、グループホームの

待機者を把握すべきについてでございます。 

都市部においては、土地の価格が高いなどの

理由からグループホームの整備が進まず、入居

希望者が定員を超えている地域もあると聞いて

おります。県といたしましては、市町村と協力

してグループホームの待機者数について調査し

てまいります。 
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４ 民間マンションの耐震化・老朽対策・
バリアフリー化は喫緊の課題 

 
Ｑ．秋山文和議員 

次は、４、民間マンションの耐震化・老朽対

策・バリアフリー化は喫緊の課題についてで 

す。 

１９６０年から７０年代頃に建設された公

社・公団住宅や公団仕様の民間共同住宅は５階

建て以下のものが多く、エレベーターが設置さ

れていないものがほとんどです。これらの建物

は、建築後４０年以上を経て耐震性への不安と

ともに、老朽化への心配があります。また、居

住者が高齢化しているため、日常の移動が大変

なのはもちろん、車椅子生活となった場合の移

動や介護が困難になります。 

今、高齢化の中で、特別養護老人ホームなど

入所施設建設を進めたとしても、在宅医療、在

宅介護の拡充は不可欠です。現在、福祉部を中

心に地域包括ケアシステム構築が進められてい

ますが、受け皿となる居宅が在宅医療、在宅介

護に適していなければ、これらの構想は困難に

なります。老朽対策、バリアフリー化など、民

間老朽マンションが抱える課題解決は、まちづ

くりにとどまらず、大事な福祉保健医療の問題

と考えますが、知事の見解を求めます。 

国は、既存建物をバリアフリー化する場合に

は、一定の範囲内で建築基準法の適用を緩和し

て、エレベーター設置などの改修がしやすい施

策を行っています。これに基づいて、公営住宅

ではエレベーター設置を進め、全国で１０００

か所以上、埼玉では県営６団地７棟でエレベー

ター設置が進みました。公共住宅のエレベー 

ター設置が進む一方で、ＵＲ分譲などを含む民

間共同住宅では、エレベーター設置例は数える

ほどしかなく、その差は際立っています。 

この原因は、既存の建物にエレベーターを増

築するためには、各戸に数百万円の負担が必要

となり、住民合意ができないからです。マンシ

ョン管理組合の修繕積立金は、既存建物の維持

保全のために積み立てられたもので、エレベー

ター増築までは想定しておりません。都市整備

部長にお尋ねしますが、県内ＵＲ賃貸住宅とＵ

Ｒが分譲したマンションでエレベーター設置状

況に格差がある現状をどう認識していますか、

お答えください。 

老朽マンションのスラム化を懸念して、県 

は、この３年間に３００を超えるマンションを

調査し、管理組合が機能するよう支援していま

すが、私は、マンション管理組合に対する財政

支援なしに、この問題は進まないと感じており

ます。国土交通省に、優良建築物等整備事業と

して社会資本整備総合交付金の交付対象の中に

共同施設整備費があり、この中に民間老朽マン

ションのバリアフリー化のためのエレベーター

も含まれています。交付率が３分の１です。こ

の事業は、地方公共団体が窓口になることが条

件です。国は、全国の１００万戸と言われる新

耐震基準を満たしていない民間マンションの再

生に門戸を開いています。県が条例もしくは要

綱を作って、民間老朽マンションの長寿命化・

再生事業制度に乗り出していただきたいと思い

ますが、知事の答弁を求めます。 

 

 

Ａ．上田清司知事 

次に、「民間マンションの耐震化・老朽対 

策・バリアフリー化は喫緊の課題」のお尋ねの

うち、民間老朽マンションが抱える課題解決は、

大事な福祉保健医療の問題ではないかについて

でございます。 

築年数の古い分譲マンションでは、建物の老

朽化と入居者の高齢化が同時に進む、いわゆる

「２つの老い」が進行していると言われていま

す。こうしたマンションの老朽対策やバリアフ

リー化は、地域包括ケアシステム構築の観点か

らも重要であると認識しております。 

次に、県が条例もしくは要綱を作って、民間
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老朽マンションの長寿命化・再生事業制度に乗

り出すことについてでございます。 

分譲マンションは私有財産であり、その管理

は、所有者で組織される管理組合が自己の責任

と自助努力で行うことが基本だとは考えます。

一方、老朽マンションの長寿命化や再生には、

専門的知識やノウハウも必要であります。この

ような課題に対しては、平成２６年５月、県と

分譲マンションの多い４１の市町は、マンショ

ン行政連絡会議を設置いたしました。県は先導

的な取り組みを行うこととし、平成２６年度か

ら３か年で、老朽マンション対策に意欲的な９

市と連携し、建築後３０年を経過した老朽マン

ションの管理適正化を支援しているところでご

ざいます。この事業では、３６３団地を対象に

実態調査を行い、課題のある２４の管理組合に、

マンション管理の専門家である「埼玉県分譲マ

ンションアドバイザー」を派遣し、長期修繕計

画の作成などの支援をしております。県として

は、地域の実情に詳しい市町村とともに、老朽

マンションの長寿命化や再生などの支援策につ

いて研究をしてまいります。 

 

 

Ａ．都市整備部長 

御質問４、「民間マンションの耐震化・老朽対

策・バリアフリー化は喫緊の課題」のうち、県

内ＵＲ賃貸住宅とＵＲが分譲したマンションで

エレベーター設置状況に格差がある現状をどう

認識しているかについてお答えを申し上げます。 

埼玉県内のＵＲ賃貸住宅におけるエレベー 

ターの後付け設置数は約９０基程度と把握して

おります。また、ＵＲが分譲したマンションに

おける後付けエレベーターの設置状況につきま

しては把握できておりません。マンションの改

修事例に詳しいマンション再生協議会の調べに

よりますと、民間分譲マンションでの後付けエ

レベーターの事例は、平成１４年以降全国で５

件となっています。ＵＲに限らず、分譲マン 

ションにおいては後付けエレベーターの設置が

進まない状況にあり、費用負担に関する合意形

成が困難であることなどがその背景にあるもの

と認識しております。 

県では、マンションの耐震化を促進しており、

後付けエレベーターの設置は、耐震化された上

で行われることが望ましいと考えております。

このため、マンションの耐震化やバリアフリー

化に向けて入居者の合意形成が図られるよう支

援してまいります。 

 

 

 

５ ＪＲ駅の「無人化」は許されない 
 

Ｑ．秋山文和議員 

次は、５、ＪＲ駅の「無人化」は許されない

についてです。 

ＪＲ蕨駅では、１月に視覚障害者が転落死 

し、２月にも人身事故が発生しました。犠牲者

の御冥福を心よりお祈りいたします。 

それにしても、駅の人身事故はとどまるとこ

ろを知りません。国は、２０２０年度までに乗

降客１０万人以上の駅についてホームドアの整

備方針を示しており、県も補助制度を創設しま

す。しかし、県内最大の大宮駅をはじめとし 

て、２０２０年度までの整備のめどが立たない

駅が残されております。私は、ホームドア技術

開発に対して支援等も行い、一刻も早く、まず

は１０万人以上の駅の整備を達成すべきと考え

ますが、企画財政部長の見解を求めます。 

公共交通機関の駅の安全は、県民１人１人に

とって重大な関心事です。今、ホームドア問題

は大きく報道されていますが、一方で、ＪＲの

駅でひそかに人員削減が進んでいることは、ほ

とんど県民に知らされておりません。始発から

午前６時半まで駅員が対応せず、インターホン

で対応する駅が広がっています。もしも転落や

落下物などがあった場合、発見した乗客がイン
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ターホンで近くの駅に連絡を取り、駅員がいな

い場合は、そこから人が駆け付けるということ

になります。 

埼玉県は、このインターホン対応の駅を把握

していませんでした。私たちは独自に調査を 

し、ＪＲ武蔵野線、ＪＲ宇都宮線・高崎線の大

宮以北、川越線など、相当数にインターホン対

応の駅が広がっていることを確認しました。早

朝無人化と言えるインターホン対応は中止し、

駅員を配置すべきです。また、ＪＲは更にイン

ターホン対応の駅を広げていく計画ですが、待

ったをかけるべきです。企画財政部長の見解を

求めます。 

交通政策基本法は、「交通に関する施策の推 

進は、国、地方公共団体、交通関連事業者、交

通施設の管理を行う者、住民その他の関係者が

連携し、及び協働しつつ、行われなければなら

ない」としております。法に基づき、鉄道を利

用する住民が県やＪＲと協議のできる場を設置

すべきです。企画財政部長の答弁を求めます。 

 

 

Ａ．企画財政部長 

御質問５、「ＪＲ駅の『無人化』は許されない」

についてお答えを申し上げます。 

まず、ホームドアについて、１０万人以上の

駅の整備を達成すべきについてでございます。 

国は、ホームドア設置につきまして、１日の

利用者数１０万人以上の駅を優先して進めてい

く方針を示しております。また、１０万人未満

の場合も必要に応じて同様に整備する考えとな

っております。利用者数１０万人以上の駅につ

いては、昨年３月に設置を終えた東武東上線和

光市駅を除く１５駅が未設置となっております。

これまで各鉄道事業者が公表したホームドアの

整備方針では、１５駅中９駅については平成３

２年度までに設置される計画となっております。

また、今後駅改良工事等が見込まれるＪＲ大宮

駅など３駅については、平成３３年度以降に設

置する方針です。残り３駅につきましては、現

時点では整備方針が示されておりません。ホー

ムドア設置については車両の扉位置などの課題

もあり、県としては引き続き早期設置に向けて

各鉄道事業者に働き掛けてまいります。 

次に、インターホン対応は中止し、駅員を配

置すべきについてでございます。 

ＪＲ東日本では、平成２６年から一部の駅に

自動券売機や改札機の遠隔操作システムを早朝

時間帯に導入いたしました。その間の利用者か

らの問い合わせは、インターホンで対応してい

るとのことです。県内では、平成２６年３月に

武蔵野線の東所沢駅と新座駅で導入されました。

現在、宇都宮線、高崎線、川越線など２８駅で

は、始発から６時半前後まで遠隔操作となって

おります。県では、地元市からの要望を踏ま 

え、改札係員を再配置するよう、引き続きＪＲ

東日本に要望してまいる考えでございます。 

最後に、鉄道を利用する住民が県やＪＲと協

議のできる場を設置すべきについてでございま

す。 

県では毎年、鉄道整備について地元市町村か

らの各種の要望を取りまとめ、各鉄道事業者に

対して要望を行っております。また、市町村と

鉄道事業者等との連絡会議を開催し、鉄道の安

全性や利便性向上、沿線の活性化などについて

情報共有と意見交換を行っております。県とし

ましては、こうした機会を活用し、住民に身近

な地元市町村と各鉄道事業者の連携を促してま

いります。 

 
 
 
６ 犯罪被害者支援の拡充のために、県

内全自治体で条例制定を 
 

Ｑ．秋山文和議員 

続いて、６、犯罪被害者支援の拡充のため 

に、県内全自治体で条例制定を、についてで 
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す。 

犯罪被害者は、直接的な被害だけでなく、精

神的ショックや心身の不調、経済的困窮などの

二次被害に苦しめられるため、被害直後のみな

らず、その後のきめ細かな支援が非常に重要で

すが、本県においては、まだまだ多くの課題を

残す分野です。 

公益社団法人の埼玉犯罪被害者援助センター

に伺いましたが、センターの活動が県民にほと

んど知られていないことや、若い世代の育成が

課題となっていることなどが分かりました。県

民生活部長に伺いますが、このような施設は、

公的施設として県が整備し、この社団法人に運

営をお願いするべきだと考えますが、見解をお

示しください。 

当面、センターの犯罪被害者支援専用サイト

を立ち上げるための財政支援、また、相談員や

支援員の確保やその専門研修の充実のための支

援を拡充すべきと考えますが、以上２点につい

て、県民生活部長の答弁を求めます。 

とりわけ「魂の殺人」とも言われる性犯罪被

害者の心身の負担は極めて深刻です。犯罪被害

者援助センターも、性犯罪被害者専用ダイヤル

を設置していますが、被害直後の医療支援の必

要性や二次被害の防止のためには、弁護士団体

等が要望するように、総合病院内に設置するワ

ンストップ支援センターが必要です。しかし、

埼玉県は未設置です。国は、２０１７年度当初

予算でワンストップ支援センターの設置促進の

ための交付金１億６千万円を初めて盛り込みま

した。被害者がワンストップで医療支援と相談

のコーディネートが受けられる病院拠点型ワン

ストップ支援センターを早期に設置すべきと考

えますが、県民生活部長の答弁を求めます。 

私は、被害者支援の先進的な施策を調査する

ために、兵庫県明石市に伺いました。同市で 

は、上限３００万円の立替支援金制度をはじめ

転居費用の補助や、家事や介護、保育への支援

など、犯罪被害者遺族などの要望に応えたきめ

細かな支援策を実施しています。泉房穂市長は、

「市民の誰もが、いつ、なんどき犯罪の被害者

になるか分からない。犯罪被害者のための施策

ではなく、全ての市民に関わる問題であり、余

りにも理不尽な状況に置かれている被害者を誰

一人見捨てないとの思いで取り組んでいる」と、

熱く語っておりました。 

犯罪被害者支援条例を制定している埼玉県内

自治体は、蕨市、嵐山町、三芳町の１市２町の

みです。県にも犯罪被害者支援に特化した条例

はなく、公的な支援制度もありません。 

そこで、県民生活部長に伺います。埼玉県で

も、全市町村の犯罪被害者支援条例の制定を目

指し、まずは県が率先して犯罪被害者支援条例

を制定すべきです。また、被害者の要望に沿っ

た立替支援金制度や日常生活支援など、具体的

な支援制度を創設すべきと考えますが、２点に

ついて答弁を求めます。 

 

 

Ａ．県民生活部長 

御質問６、「犯罪被害者支援の拡充のために、

県内全自治体で条例制定を」についてお答えを

申し上げます。 

まず、犯罪被害者支援について、公的施設と

して県が整備し、埼玉犯罪被害者援助センター

に運営をお願いすべきではないかについてでご

ざいます。 

埼玉犯罪被害者援助センターは、法律に基づ

き公安委員会に指定された犯罪被害者等早期援

助団体で、犯罪被害者が再び平穏な生活を営む

ことができるよう支援することを目的として設

立された団体です。被害者からの相談に応じた

り、病院や裁判所などへの付き添い、犯罪被害

者支援に関する広報啓発活動を行っていただい

ております。県では、被害者の負担を軽減する

ため、県の施設である武蔵浦和合同庁舎におい

て、援助センター、警察、県の３者で連携して

支援に当たっております。既に官民連携による
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支援体制ができておりますので、この連携体制

を更に強化し、 支援の充実を図ってまいります。 

次に、犯罪被害者支援専用サイトを立ち上げ

るための財政支援についてでございます。 

県や警察、援助センターでは、犯罪被害者支

援に関するホームページを既に開設しており、

イベントやキャンペーンで周知するなど広報に

努めております。しかし、広く県民の方々に知

っていただくには、まだまだ十分とは言えませ

ん。県では、平成２９年度、性犯罪被害者の支

援の広報を強化するため、新たに援助センター

への支援を予算案に計上しております。県内の

高校１年生の女子生徒全員などを対象に、携帯

しやすいカード型リーフレットの配布も予定し

ております。今後、犯罪被害者支援専用サイト

についても、更にアクセスしやすいものとする

など、発信力の強化に努めてまいります。 

次に、相談員等の確保や専門研修の充実のた

め、支援を拡充すべきについてでございます。 

現在、県では、援助センター支援員研修に講

師を派遣したり、研修のための情報提供などを

行っております。平成２９年度には、性犯罪被

害者への支援について国の交付金が新設される

と伺っております。今後、この交付金の活用も

検討し、相談員等の確保や専門研修の充実に努

めてまいります。 

次に、病院拠点型ワンストップ支援センター

の設置についてでございます。 

現在、県、警察、埼玉犯罪被害者援助セン 

ターと産婦人科医会の４者が協定を締結し、医

療や相談、カウンセリングなど、性犯罪被害者

に必要な支援を連携協力して行っております。

協定締結と併せて、性犯罪被害者が相談できる

専用電話「アイリスホットライン」を開設し、

ワンストップで被害者からの相談を受け付けて

おります。さらに、県内各地に協力関係のある

医療施設が数多くあることにより、潜在化しや

すい性犯罪被害者を支援に結び付けることがで

きる体制となっております。当面、病院拠点型

ワンストップ支援センターを設置するのではな

く、産婦人科医会、警察、援助センターと一体

となった支援体制を引き続き充実させることで

対応をしてまいります。 

次に、犯罪被害者支援条例の制定についてで

ございます。 

県では、犯罪被害者への支援を盛り込んだ防

犯のまちづくり推進条例や、犯罪被害者等基本

法に基づき犯罪被害者等への支援に取り組んで

おります。県としては、犯罪被害に遭われた 

方々の苦しみや痛みをしっかりと受け止め、対

応していかなければならないと考えております。

県が率先して条例を制定することにつきまして

は、今後、犯罪被害者への支援をより充実させ

ていく中で必要性を検討してまいります。 

次に、犯罪被害者への具体的な支援制度の創

設についてでございます。 

被害者からの支援の要望は、住居や生活資金

の確保、福祉や医療、教育関係など様々です。

こうした要望に応えるために、県、警察、援助

センターの３者で連携し、支援のコーディネー

トなどを行っております。具体的には、公営住

宅の優先入居、生活保護や育英資金、買い物や

育児などの家事支援等、途切れのない支援を実

現するため関係機関と被害者とをつなぎ、希望

する支援に結び付けられるよう努めております。 

今後、議員お話しの明石市の立替支援金制度

なども研究しながら、犯罪被害者に寄り添った

支援にしっかりと取り組んでまいります。 

 
 
 
７ 小中学校全学年への少人数学級拡充

について 
 
Ｑ．秋山柳文和議員 

次に、７、小中学校全学年への少人数学級拡

充についてです。 

１クラスの子どもの人数を減らし、行き届い
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た教育を保障する少人数学級の推進を、保護 

者、教育関係者をはじめ多くの国民が立場を超

えて強く求めております。党県議団は、少人数

学級の拡充について、たびたび取り上げてきま

した。一昨年９月議会の答弁で、知事は、「少人

数学級には良いところもあれば課題もあるので

はないか」として、「少人数学級の前に、各学校

における子どもちの学習や生活の状況に応じて

きめ細かく教員を配置していく加配が望ましい」

と答弁しています。 

しかし、他県を見れば、既に２０府県が小中

学校全学年での少人数学級を実施しています。

お隣の栃木県も、ついに全学年の少人数学級を

目指して、来年度から小学校３年生に少人数学

級を広げます。 

私は、少人数学級の効果について、長期にわ

たって検証を続けている山形県に調査に参りま

した。そこでは、児童生徒に対する、「学校は楽

しいですか」「友達に会うのは楽しいですか」な

どのアンケートから学級の安定指数を計算し、

学級規模との関係を分析していました。その結

果、少人数学級と学級安定度には相関関係が認

められています。 

こうした研究は、海外でも行われています。

国立教育政策研究所員が、「米国教育史上最も 

重要な実験の１つ」として紹介しているテネ 

シー州のスター計画は、「就学前から小学校低 

学年時の少人数学級が、中学や高校の学力や授

業への積極性につながっている」と結論付けま

した。 

近年の学校現場では、様々な形で手厚いケア

を必要とする子どもが増えているため、小学校

１、２年生の少人数学級を早急に３年生にまで

進めてほしいという教員、保護者の声が切実に

なってきています。知事、他県の状況や理論研

究の成果から、少人数学級の効果についての見

解を求めます。 

また、国に対して、少人数学級促進を要望す

るとともに、全学年への少人数学級を目指し 

て、まず、県独自で小学校３年生に拡充をすべ

きと考えますが、見解を求めます。 

 

 

Ａ．上田知事 

次に、「小中学校全学年への少人数学級拡充 

について」のお尋ねのうち、少人数学級の効果

についてでございます。 

少人数学級の効果については、様々な意見が

あると言われています。少人数であれば、授業

での子どもの学びの場が増え、教師がきめ細か

な指導ができるという利点があると言われます。

一方、人数の多い方が子どもたちにとって多様

な人間関係の中で成長ができ、あるいは多くの

チームで切磋琢磨できる良さがあるとも言われ

ています。 

ローソンからサントリーホールディングスの

社長になった新浪剛史氏から、「高知県は児童生

徒に対する教員の数が最も多いにもかかわらず、

不登校の生徒数が全国一多く、学力も低いのは

なぜか」と問われたとき、なかなか私も回答が

できませんでした。私は、少人数学級という一

律の方式の前に、複数の教員で授業を行った 

り、習熟度によって学級を分けたりするなど、

様々な指導方法も含めて検討していったほうが

良いのではないかと思います。 

次に、国に対して少人数学級促進を要望する

とともに、全学年への少人数学級を目指して、

まず、県単独で小学校３年生に拡充すべきでは

ないかについてでございます。 

私としては、少人数学級を拡充するよりも、

市町村が学校や児童生徒の実情に応じて最も効

果的な方法を選択することができるようにする

ことが重要であると考えます。そのために本県

としては、学力向上や生徒指導など学校におけ

る様々な教育課題に弾力的に対応できるように、

教職員全体の増員について、引き続き国に要請

をいたします。 
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８ 資源循環工場について、地元との協
定を守れ 

 
Ｑ．秋山文和議員 

最後に、８、資源循環工場について、地元と

の協定を守れについてです。 

寄居町、小川町にある県のリサイクル施設、

彩の国資源循環工場内で産業廃棄物の不法投棄

が行われたとの報道がありました。私も視察し

ましたが、報道どおり、２０１５年１１月、循

環工場内の廃棄物事業者、埼玉環境テックが敷

地内に混合廃棄物をまき、県担当課が不法投棄

に当たるとして事業者に撤去を命じたとのこと

です。施設内の廃棄物量は決められており、そ

れを超える量を敷地にばらまいたという行為は

許されるものではありません。県は、事業者が

速やかに撤去に応じたこと、廃棄物に有害物が

含まれていなかったことから、処分をせず、事

業者の廃業に応じました。 

埼玉県の資源循環工場のホームページを見ま

すと、「県有地に先端民間企業群を誘導する事 

業であり、埼玉県が、将来にわたる事業の安全

性と信頼性を総合的に確保します」、このように

書いてあります。この先端民間企業群という基

準に照らせば、この事業者は資源循環工場に不

適格だと感じます。環境部長、事業者の行為は

不法投棄だという認識はあるのか、また、なぜ

取り消し処分をしなかったのか、答弁を求めま

す。 

埼玉県は、このように２０１５年１１月に事

業者の不法投棄を把握していながら、地元であ

る寄居町と小川町にこのことを説明していませ

んでした。今年２月、地元町の議会全員協議会

や連合環境協議会で県による説明が初めて行わ

れましたが、県の説明責任を問う厳しい意見が

相次ぎました。地元町と埼玉県、環境テックと

地元町連合環境協議会の４者で結んだ運営協定

書には、第１章第１条に「廃棄物を適正に処理

するよう努める」とあります。協定書違反の事

実をなぜ県は地元に説明しなかったのか、環境

部長、答弁ください。 

なお、この環境テック廃業後、敷地を引き継

いで同工場に入った豊田建設も、保管基準を上

回る量の産業廃棄物受け入れを昨年６月、県か

ら指摘されていたとのことです。豊田建設は今

年２月に倒産し、県は契約を解除しました。現

在、この敷地には豊田建設倒産後の産業廃棄物

が積み上げられています。環境テックから豊田

建設が引き継いだ時点で、埼玉県は地元に対し

て、「豊田建設は優良企業です」と説明したとの

ことです。なぜ昨年２月、豊田建設を優良企業

だと説明したのか、６月の豊田建設の過剰保管

について、なぜ地元に報告しなかったのか、現

在、積み上がっている廃棄物については県が責

任を持って撤去を指導する決意、以上３点につ

いて、環境部長の答弁を求めます。 

御存じのように、資源循環工場は本県唯一の

公営最終処分場である環境整備センターと一体

の施設です。県外に頼っていたごみ処理を自前

で行うために、１９７３年、環境整備センター

計画が始まりました。最終処分場の性格上、地

元からは 1万２千人もの反対署名が提出されま

した。地質調査をめぐり、警察も出動するなど

の複雑な経過がありました。 

知事、不法投棄などを二度と引き起こさない

こと。また、地元２町への説明責任を十分果た

すこと。環境整備センターと資源循環工場の歴

史を適切に引き継ぐこと。この３点について、

決意をお示しいただきたいと思います。 

以上で私の質問を終わります。 

 

 

Ａ．上田清司知事 

最後に、「資源循環工場について、地元との協

定を守れ」のお尋ねでございます。 

お話にもございました。資源循環工場が立地

している埼玉県環境整備センターは、県営の最

終処分場として昭和５０年に寄居町に用地を選
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定いたしました。以来、地元２町の皆さんと長

い時間をかけて話し合いを重ね、信頼関係を築

く中で、平成元年に処分場の供用を開始いたし

ました。その後、平成１８年には、その最終処

分場の敷地内にリサイクル関係の民間施設が集

積する「彩の国資源循環工場」をオープンいた

しました。今日に至るまで、公共関与による環

境循環型のモデル施設として順調に運営してき

たところです。 

そうした中、平成２７年１１月に、資源循環

工場の事業者がコンクリート廃材を主としたが

れきを敷地内に敷き詰めるという行為が発生い

たしました。このような事態の発生は極めて残

念であり、資源循環工場の環境保全に御協力を

いただいてきた地元の皆さんの期待を裏切るも

のでございます。今後は、資源循環工場の中で

このような行為が二度と行われることのないよ

う、これまで以上にしっかりと監視をしていか

なければならないと思います。また、地元の皆

さんが不安に感じることのないよう、資源循環

工場内の監視結果などをつぶさに情報提供し、

説明責任を果たしてまいります。 

これまでの歴史を引き継ぎ、持続可能な発展

と循環型社会の形成を目指すモデル施設として、

しっかりと運営をさせていただきたいと思いま

す。 

 

 

Ｑ．再質問 秋山文和議員 

４、民間マンションの耐震化の問題で、知事

に再質問をさせていただきたいと思います。 

私への答弁の中で、研究をしていくと最後に

おっしゃっていただいたのは、大きな前進の一

歩ではないかというふうに認識しております。 

マンションが果たす役割というのは歴然とし

ておりまして、分譲マンション５０年の歴史に

なりますけれども、今住んでいる総戸数が約６

００万戸に上っています。日本の住宅総数の約

１割、持ち家でいえば約２割、そこにお住まい

の方は１４５０万人以上と。これが、先ほど知

事もおっしゃったように「２つの老い」の中で、

居住者が年老いて、マンションも経年劣化をし

てくると。そして、確かにそこにお住まいの６

０歳以上の方、５０％を超えているんですね、

もう。その中で、終の棲家と考えている方が５

２％以上と。やはりもうずっとそこに住み続け

ようということになります。 

それで、マンションの寿命というのは約１０

０年と今言われるようになりました。これから

５０年、地域包括ケアシステムの構築、在宅医

療、在宅介護、この受け皿としても本当に重要

だと。そのために、私は、国が社会資本整備総

合交付金の中にこのメニューを入れております

ので、個人財産も、もちろんそういう面はある

んですけれども、この仕組みそのものをですね、

いつまでにどういう形で研究を命じていくか、

その点で知事のお答えをいただきたい。 

 

   

Ａ．上田知事 

秋山文和議員の再質問にお答えします。 

今、いみじくも秋山議員が言われましたよう

に、この分譲マンションの老朽化というのは、

埼玉県の課題でもありますが、日本全国の課題

でもあります。国土交通省においても、この課

題についても相当研究が進んでおります。 

そうした研究をしっかり共有しながら、公平

性の問題だとか、そしてまた街づくりの問題だ

とか、さらに地域包括ケアを含む保健医療の観

点からも含めて、総合的に判断しなければいけ

ないものが多いと思います。時間の明示という

のは御勘弁いただきたいと思います。 

積極的に取り組む課題だということをしっか

り受け止めているということで、御理解いただ

きたいと思います。 

 


